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資料編 

１ 委員名簿 

米子市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会 

選出区分 委員氏名 

学識経験者 安達 敏明 

学識経験者 土井 教子 

学識経験者 仁科 祐子 

学識経験者 増田 孝之 

学識経験者 廣江 晃 

学識経験者 小田 貢 

保健・福祉団体を代表する者 ◎ 西井 通 

保健・福祉団体を代表する者 ○ 遠藤 太一 

保健・福祉団体を代表する者 佐藤  美紀子 

老人介護サービス事業者を代表する者 土中 伸樹 

老人介護サービス事業者を代表する者 永見 忠志 

老人介護サービス事業者を代表する者 石田 良太 

老人介護サービス事業者を代表する者 木下 実佳 

老人介護サービス事業者を代表する者 金田 洋子 

被保険者・介護者を代表する者 木村 定雄 

被保険者・介護者を代表する者 奥田 登 

被保険者・介護者を代表する者 松良 美子 

被保険者・介護者を代表する者 祇園 崇広 

被保険者・介護者を代表する者 八幡 廣子 

被保険者・介護者を代表する者 吉野 立 

被保険者・介護者を代表する者 手嶋 恒久 

被保険者・介護者を代表する者 小原 悟 

◎：委員長  ○：副委員長  22名（敬称略） 
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 米子市地域包括支援センター運営協議会 

選出区分 委員氏名 

学識経験者 安達 敏明 

学識経験者 仁科 祐子 

学識経験者 廣江 晃 

学識経験者 小田 貢 

保健・福祉団体を代表する者 ◎ 西井 通 

保健・福祉団体を代表する者 佐藤  美紀子 

老人介護サービス事業者を代表する者 ○ 土中 伸樹 

老人介護サービス事業者を代表する者 永見 忠志 

被保険者・介護者を代表する者 木村 定雄 

被保険者・介護者を代表する者 奥田 登 

被保険者・介護者を代表する者 吉野 立 

被保険者・介護者を代表する者 小原 悟 

◎：委員長  ○：副委員長  12名（敬称略） 

 米子市地域密着型サービス運営委員会 

学識経験者 土井 教子 

学識経験者 増田 孝之 

保健・福祉団体を代表する者 ○ 遠藤 太一 

老人介護サービス事業者を代表する者 石田 良太 

老人介護サービス事業者を代表する者 木下 実佳 

老人介護サービス事業者を代表する者 金田 洋子 

被保険者・介護者を代表する者 松良 美子 

被保険者・介護者を代表する者 ◎ 祇園 崇広 

被保険者・介護者を代表する者 八幡 廣子 

被保険者・介護者を代表する者 手嶋 恒久 

◎：委員長  ○：副委員長  10名（敬称略） 
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２ 委員会等設置要綱 

 

米子市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 本市における高齢者の保健・福祉施策及び介護保険事業の推進を図るため、

米子市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会（以下「委員会」という。）

を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる計画について調査研究し、その結果を計画案として取

りまとめるものとする。 

(1)老人保健法（昭和５７年法律第８０号）第４６条の１８第１項及び老人福祉法（昭

和３８年法律第１３３号）第２０条の８第１項の規定により策定する米子市高齢者保

健福祉計画 

(2)介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１７条第１項の規定により策定する

米子市介護保険事業計画 

（組織） 

第３条 委員会は、委員２３人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1)学識経験を有する者 

(2)保健又は福祉に関係する団体を代表する者 

(3)老人介護サービス事業者を代表する者 

(4)前３号に掲げる者のほか、介護保険被保険者及び介護者を代表する者として市長

が適当と認めるもの 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員は、委員に委嘱されたときの要件を欠くに至ったときは、委員の職を失うも

のとする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長が議長

となる。 



資料編 

111 

 

111 

２ 前項の規定にかかわらず、委員の委嘱後初めての会議は、市長が招集する。 

３ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

５ 前項の場合において、議長は、委員として議決に加わることができない。 

（意見の聴取等） 

第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意

見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、

市長が定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年８月１日から施行する。 

（任期の特例） 

２ この要綱の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第３条第３項の規定に

かかわらず、当該委嘱の日から平成１９年３月３１日までとする。 
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米子市地域包括支援センター運営協議会設置要綱 

（設置） 

第１条 本市における地域包括支援センター事業の推進を図るため、米子市地域包括

支援センター運営協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 地域包括支援センターの設置に関すること。 

(2) 地域包括支援センターの運営評価に関すること。 

(3) 地域における多機関ネットワークの形成に関すること。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 保健又は福祉に関係する団体を代表する者 

(3) 老人介護サービス事業者を代表する者 

(4) 前３号に掲げる者のほか、介護保険被保険者及び介護者を代表する者として市長

が適当と認めるもの 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員は、委員に委嘱されたときの要件を欠くに至ったときは、委員の職を失うも

のとする。 

（会長及び副会長） 

第４条 協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第５条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長とな

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員の委嘱後初めての会議は、市長が招集する。 

３ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

５ 前項の場合において、議長は、委員として議決に加わることができない。 

（意見の聴取等） 
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第６条 協議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意

見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（規定外事項） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年１月１６日から施行する。 

（任期の特例） 

２ この要綱の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第３条第３項の規定に

かかわらず、当該委嘱の日から平成１９年３月３１日までとする。 
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米子市地域密着型サービス運営委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 本市における地域密着型サービス事業の推進を図るため、米子市地域密着型

サービス運営委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 地域密着型サービスの指定に関すること。 

(2) 地域密着型サービスの指定基準及び介護報酬に関すること。 

(3) 地域密着型サービスの質の確保、運営評価等に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１１人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 保健又は福祉に関係する団体を代表する者 

(3) 老人介護サービス事業者を代表する者 

(4) 前３号に掲げる者のほか、介護保険被保険者及び介護者を代表する者として市長

が適当と認めるもの 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

４ 委員は、再任されることができる。 

５ 委員は、委員に委嘱されたときの要件を欠くに至ったときは、委員の職を失うも

のとする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長が議長

となる。 

２ 前項の規定にかかわらず、委員の委嘱後初めての会議は、市長が招集する。 

３ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

５ 前項の場合において、議長は、委員として議決に加わることができない。 

（意見の聴取等） 
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第６条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意

見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（規定外事項） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、

別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年１月１６日から施行する。 

（任期の特例） 

２ この要綱の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第３条第３項の規定に

かかわらず、当該委嘱の日から平成１９年３月３１日までとする。 


